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Ⅰ 令和５年１月臨時会提出議案等一覧 

 
（予   算） 
 １ 令和４年度茨城県一般会計補正予算（第７号） 
２ 令和４年度茨城県鹿島臨海都市計画下水道事業会計補正予算（第１号） 

 ３ 令和４年度茨城県流域下水道事業会計補正予算（第１号） 
 
（報   告） 
 １ 地方自治法第 179 条第１項の規定に基づく専決処分について 
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Ⅱ 令和４年度１月補正予算案の概要 

 

１ 基本的な考え方 

コロナ禍が続く中、原油価格・物価高騰等の影響を受ける医療、福祉、農林水産業者等に対する

支援や、国補正予算に対応して、地域の「稼ぐ力」の回復・強化、「新しい資本主義」の加速及び

防災・減災、国土強靭化の推進等に必要な予算を計上するもの。 

 

２ 補正予算の規模 
（単位：百万円） 

区 分 
現計 

Ａ 

今回補正予算 

Ｂ 

補正後 計 

Ａ＋Ｂ 

一般会計 １，３２４，２３５  ３６，６７８ １，３６０，９１３ 

特別会計 ４６４，１１５ － ４６４，１１５ 

企業会計 １２５，４４２ ８０５ １２６，２４７ 

合 計 １，９１３，７９２   ３７，４８３ １，９５１，２７５ 

・今回の補正予算に係る所要の一般財源については、地方交付税を充当した。 

 

＜参考＞ 新型コロナウイルス感染症対策予算の規模           （単位：百万円） 

区 分 
現計 

a 

今回補正予算 

b 

合計 

a＋b 

一般会計 ２０８，６０１  ５，１０６ ２１３，７０７ 

 

（注意）単位未満の四捨五入により、合計と各項目の足し上げが一致しない場合がある。 
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３ 主な事業                            （単位：百万円） 

注）事業名の後ろに ※ を付したものは新型コロナウイルス感染症対策予算  

（１）原油価格・物価高騰等対策                     ４，９９１ 

新 医療機関等物価高騰対策支援事業 ※                 １，４３０ 

（光熱費等の高騰の影響を受ける病院、診療所、助産所、薬局、施術所に対する支援） 

新 福祉施設等物価高騰対策支援関連事業 ※               １，０７１ 

（光熱費等の高騰の影響を受ける高齢者施設、障害者施設、児童養護施設などに対する支援） 

新 私立学校等物価高騰対策支援関連事業 ※                 ２１０ 

（光熱費等の高騰の影響を受ける私立の幼稚園、保育所、高等学校、看護師養成所などに対する支援） 

新 農林水産業物価高騰対策支援関連事業 ※                 ９５３ 

（国の肥料価格高騰対策への上乗せ支援や配合飼料価格安定制度生産者積立金に対する支援等） 

新 交通事業者等原油価格高騰緊急支援事業 ※                 ９０ 

（燃料価格の高騰の影響を受ける地域鉄道、バス、タクシー、運転代行業者に対する支援） 

新 貨物運送事業者燃料価格高騰対策事業 ※                 ８３６ 

（燃料価格の高騰の影響を受ける貨物運送事業者に対する支援） 

新 ＬＰガス料金負担軽減支援事業 ※                    ３７７ 

（ＬＰガス料金の高騰の影響を受ける一般家庭に対し料金の値引きを行うＬＰガス販売事業者への支援） 

新 きのこ生産資材導入支援事業                        ２４ 

（生産資材価格の高騰の影響を受けるきのこ生産者に対する支援） 

 

（２）「稼ぐ力」の回復・強化                       ４５２ 

・ いばらきの産地パワーアップ支援事業                    ４１ 

（加工・業務用野菜等の収益力強化のための農業用機械等の導入に対する補助） 

新 担い手確保・経営強化支援事業                       ２４８ 

（農地中間管理機構を活用している地域における農業用機械等の導入に対する補助） 

・ 農地集積総合支援基金積立金                        １６３ 

（機構集積協力金交付事業分の基金の積み立て） 
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（３）「新しい資本主義」の加速                    ２，４４９ 

新 出産・子育て応援事業                        ２，４３９ 

（妊娠届出時・出生届出後の面談など伴走型相談支援の実施及び経済的支援） 

新 マイナンバーカード取得促進事業                      １０ 

（マイナンバーカードの取得促進に向けた出張申請サポート窓口の開設） 

 

（４）防災・減災、国土強靭化の推進、安全・安心の確保        ２８，７８６ 

【企業会計含み  ２９，５９１】 

新 こどもの安心・安全対策支援関連事業                   ３９９ 

（幼稚園や特別支援学校などの送迎用バスの安全装置の整備等に対する支援） 

新 県立学校教育活動継続支援事業 ※                     １４０ 

（県立学校における感染症対策等に必要な物品整備等） 

新 原子力災害対策事業                           ５９６ 

（屋内退避施設の放射線防護対策等への補助） 

・ 特定交通安全施設整備事業                         ４３ 

（信号灯器や信号柱などの交通安全施設の整備） 

・ 国補公共事業                           ２７，６０８ 

【流域下水道事業会計   ５６０】 

（緊急輸送道路の整備や橋梁の老朽化対策、河川の整備、土地改良事業等） 

・ 鹿島臨海都市計画下水道事業         【鹿島臨海下水道事業会計 ２４５】 

（下水処理場設備及び管渠の老朽化対策等） 

 

４ 繰越明許費 

（単位：百万円） 

区 分 金 額 

一般会計  ２０，４６９ 
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エネルギー価格の高騰により増大する医療機関等の負担を軽減し、健全な経営の維持を
図るため、電気代・ガス代などの負担が増大している医療機関等に対して支援を行います。

医療機関等物価高騰対策支援事業（新規）

【Ｒ4.1月補正予算額 1,430百万円】 保健医療部保健政策課地域保健支援Ｇ（029-301-6203）

①病院、有床診療所 稼働病床１床あたり 30,000円
②無床診療所 １施設あたり 100,000円
③助産所 １施設あたり 50,000円
④薬局 １施設あたり 50,000円
⑤施術所 １施設あたり 20,000円

支給対象

①、②は保険医療機関であること。
③は令和４年度に分娩若しくは妊婦検診等の実績があること。
④は保険薬局であること。
⑤は保険適用の施術を行う施設であること。
いずれも申請日時点で休止中でない施設であり、かつ、令和４年度末までに休止又は

廃止の予定がないこと。

支給要件

エネルギー価格の高騰により増大する施設の負担を軽減し、健全な施設運営を図るため、
光熱費等の負担が増大している福祉施設事業者等に対して支援を行います。

福祉施設等物価高騰対策支援関連事業（新規）

【Ｒ4.1月補正予算額 1,071百万円】

福祉部福祉政策課保護Ｇ （029-301-3164）

長寿福祉課介護保険指導・監査Ｇ （029-301-3343）

障害福祉課自立支援Ｇ （029-301-3363）

青少年家庭課児童育成Ｇ （029-301-3258）

１ 高齢者施設

支給先：高齢者施設等
支給額：入所施設 定員１人当たり 12,000円

通所事業所 １施設当たり 150,000円
訪問事業所 １施設当たり 50,000円

対象数：4,122施設

（858百万円）

（198百万円）

【事業概要】光熱費等の高騰による負担を軽減するため支援金を支給
【対象経費】高齢者・障害者施設・児童養護施設等の光熱費等の高騰分

支給先：障害者施設等
支給額：入所施設 定員１人当たり 9,000円

障害者通所事業所１施設当たり 60,000円
障害児通所事業所１施設当たり 30,000円
訪問事業所 １施設当たり 30,000円

対象数：2,940施設

支給先：児童養護施設・里親等
支給額：１施設当たり 300,000円

里親１組当たり 10,000円
対象数：39施設、里親115組

３ 児童養護施設等 （13百万円）

支給先：保護施設（救護施設）
支給額：１施設当たり 300,000円
対象数：５施設

４ 保護施設
（救護施設）

（2百万円）２ 障害者施設
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エネルギー価格の高騰により増大する私立学校等の負担を軽減し、健全な学校経営の
維持を図るため、光熱水費の負担が増大している私立学校等に対して支援を行います。

私立学校等物価高騰対策支援関連事業（新規）

【Ｒ4.1月補正予算額 210百万円】

総務部総務課私学振興室 （029-301-2249）

保健医療部医療局医療人材課人材育成G （029-301-3151）

福祉部子ども政策局子ども未来課 （029-301-3243）

１ 私立高等学校等
補助先：私立小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、専修学校、各種学校を

設置する学校法人
対象数：53法人86校

（63百万円）

２ 医療関係職種養成所
補助先：看護師等養成所・その他医療関係職種養成所※を設置する法人

（上記１の対象法人を除く）
※理学療法士課程、言語聴覚士課程、歯科衛生士課程、歯科技工士課程

対象数：16法人16校

（4百万円）

【事業概要】光熱水費等の高騰による私立学校等の負担を軽減するため支援金を支給
【対象経費】各学校・養成所・幼稚園等の光熱水費の高騰分
【積算方法】支給額 ＝ 令和３年度光熱水費 × 15％（物価上昇率）× 1/2

３ 私立幼稚園・保育所等

補助先：幼稚園・保育所・認定こども園・地域型保育施設・認可外保育施設を
設置する法人及び個人（公立を除く）

対象数：1,067施設

（143百万円）

肥料価格や飼料価格など物価高騰の影響を受ける農林水産業者に対し、肥料価格の増加
分や配合飼料価格安定制度生産者積立金などに対する支援を行います。

農林水産業物価高騰対策支援関連事業（新規）

【Ｒ4.1月補正予算額 953百万円】

農林水産部農業政策課戦略推進Ｇ（029-301-3828）

同 畜産課生産振興Ｇ （029-301-3993）

同 漁政課経営・組合Ｇ （029-301-4075）

（330百万円）肥料価格高騰緊急支援事業

【支援対象】国の肥料価格高騰対策事業の参加農業者のうち認定農業者

【支援内容】前年からの肥料価格上昇率と使用量低減率により算出した肥料費増加額

の10％（国事業70％＋県事業10％）

（19百万円）コイ養殖餌料価格高騰緊急対策事業

【支援対象】コイ養殖業者

【支援内容】漁業経営セーフティーネット構築事業補填金における養殖業者負担分
の1/2（値上がり分の1/4）を補助

（451百万円）

【支援内容】配合飼料価格安定制度における生産者積立金（600円/㌧）を補助
（９月補正で200円/㌧＋１月補正で400円/㌧）

【支援対象】畜産農家

飼料価格高騰緊急対策事業

（153百万円）水産加工業緊急支援対策事業

【支援対象】水産加工業者

【支援内容】電気代上昇額の10％相当額（上限500千円）
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原油価格の高騰により経営が厳しい中において、運行を継続している鉄道、バス、タク
シー及び自動車運転代行の各事業者に対して支援を行います。

交通事業者等原油価格高騰緊急支援事業（新規）

【Ｒ4.1月補正予算額 90百万円】 政策企画部交通政策課地域交通Ｇ（029-301-2604）

区分 鉄道 乗合バス 貸切バス タクシー 自動車運転代行

対

象

県内に路線がある
地域鉄道事業者
（4社）

県内の
乗合バス事業者
（11社）

県内の
貸切バス事業者
（約190社）

県内の
タクシー事業者
（約200社）

（福祉輸送限定事業者を
除く。）

県内の自動車
運転代行業者
（約350社）

支
給
額

年間走行距離等を
もとに計算した額

乗合バス車両１台
につき30,000円

（専ら市町村の委託等を
受けて運行するコミュニ
ティバス及び乗合タク
シーの用にのみ供する車
両を除く。）

貸切バス車両１台
につき10,000円

タクシー車両１台
につき10,000円

（福祉自動車を除く。)

随伴用自動車１台
につき5,000円

原油価格の高騰により経営に大きな影響を受けている中小貨物運送事業者に対して支援
を行います。

貨物運送事業者燃料価格高騰対策事業（新規）

【Ｒ4.1月補正予算額 836百万円】 産業戦略部中小企業課経営支援室（029-301-3550）

事業者要件

○ 令和４年１０月１日までに貨物自動車運送事業法に基づく事業の許可を
受けた、又は届出を行った中小貨物運送事業者であること

○ 申請受付開始日時点で上記の事業を継続しており、引き続き事業継続の
意思を有する事業者であること 等

車両要件

○ 令和４年１０月１日までに次の要件を満たしており、車検証の有効期限
が申請受付開始日以降であること。
ア 茨城運輸支局又は管内自動車検査登録所において登録及び検査を受け
た自動車、もしくは軽自動車検査協会茨城事務所又は管内支所において
検査を受けた軽自動車であること（二輪、被けん引車を除く）

イ 貨物自動車運送事業法に規定される事業用自動車であること
ウ 交付申請者が所有又は使用していること 等

支給額
一般・特定貨物自動車（緑ナンバー）１台あたり20,000円
貨物軽自動車（黒ナンバー） １台あたり 8,000円
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【対象者】
ＬＰガス販売事業者（一般家庭に対し
料金の値引きをしていること）

【補助額】
支援額：500円
（対象期間内に各世帯１回のみ）

【対象期間】
令和５年２月～３月の使用分

ＬＰガス料金の高騰により増大する一般家庭の負担を軽減するため、ＬＰガス販売事業
者を通じて使用料金の値引きを行い、使用料金の負担が増大する一般家庭に対して支援を
行います。

ＬＰガス料金負担軽減支援事業（新規）

【Ｒ4.1月補正予算額 377百万円】 防災・危機管理部消防安全課産業保安室（029-301-3594）

ＬＰガス販売事業者 県内一般家庭

＜支援の仕組み＞

LPガス代補助

各世帯に対し

５００円支援
（対象期間内１回のみ）

料金値引き

物価高騰等の影響を受けるきのこ生産者に対し、生産体制の維持や資材価格の影響を受
けにくい体質への強化を図るため、次期生産に必要な生産資材の導入費を支援します。

きのこ生産資材導入支援事業（新規）

農林水産部林政課林産物振興Ｇ（029-301-4026）【Ｒ4.1月補正予算額 24百万円】

本県産きのこ（ぶなしめじ）

１事業主体 農事組合法人、民間事業者（個人等を含み大企業は除く）
等できのこの販売収入が事業収入の過半を占める者

２事業内容 原料の国産化及びコスト低減等に取り組む生産者に対し、
次期生産量※に係る生産資材（原木、種駒、菌床、種菌、
おが粉、栄養体、栽培袋等）の価格上昇分を支援
※ 令和４年の生産量または令和元～３年までの年間平均生産量のうち

いずれか低い方

３補 助 率：定額（１／２相当・上限 500万円）
※ 経営費に占める燃油費の割合が15％を超える者は7/10相当

きのこの生産状況（菌床栽培）
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燃油・肥料の高騰、労働力不足等のリスクに対応し得る経営構造への転換等により農業
経営の発展を図ろうとする担い手に対し、必要な農業用機械・施設の導入を支援します。

担い手確保・経営強化支援事業（新規）

【Ｒ4.1月補正予算額 248百万円】 農林水産部農業経営課基盤強化Ｇ（029-301-3833）

１ 事業内容 人・農地プランに基づき、農地の集積・集約化を進めている地域等において、
経営の発展を図ろうとする担い手への農業用機械・施設の導入を支援

２ 助成対象者及び補助上限額

３ 補助対象 農業経営の改善等に必要な機械や施設の取得等

４ 補助率 １／２以内

助成対象者 補助上限額 融資の活用

①人・農地プランに位置付けられた中心経営体
②農地中間管理機構から賃借権の設定等を受けている方

個人1,500万円
法人3,000万円

必須

③地域における継続的な農地利用を図る者として市町村
が認める方

100万円 任意

妊娠期から出産・子育て期において、切れ目なく身近で相談に応じ、必要な支援につなぐ伴走型の相談
支援と経済的支援を一体として講じることにより、安心して出産・子育てができる環境を整備します。

出産・子育て応援事業（新規）

福祉部子ども政策局少子化対策課

母子保健Ｇ（029-301-3257）
【Ｒ4.1月補正予算額 2,439百万円】

（１）伴走型相談支援

【対象となる費用】
・相談支援を実施する職員人件費
・相談支援の事務に要する活動費 等

【内容】①～③の時期に、面談等を実施し、
継続的に支援を実施

①妊娠届出時
②妊娠８か月前後
③出生届から乳児家庭全戸訪問まで
の間

（２）経済的支援

< 現金支給可 >

①妊娠届出時：出産応援ギフト（妊婦１人当たり５万円
相当）を妊娠届出時の面談実施後に支給

③出生届出後：子育て応援ギフト（こども１人当たり
５万円相当）を出生届出～乳児家庭全戸
訪問までの間の面談実施後に支給

※ 事業開始日より前に「妊娠届出」又は「出生届出」を提出した方には、

アンケートを実施後に支給

・事業実施に必要なシステム構築のための経費
・経済的支援の実施に必要となるクーポン発行等に係る委託経費

（３）経済的支援を行うためのシステム構築等導入経費

◇対 象者：全ての妊婦や子育て家庭（令和４年４月～令和５年９月までに妊娠届出もしくは出産届出があった方）
◇実施主体：市町村（経済的支援を受けるためには妊娠届出時、出生届出後の面談が必要）
◇事業開始時期：令和５年１月以降

（59百万円） （2,353百万円）

（27百万円）
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マイナンバーカードの更なる普及促進を図るため、県内各所に「出張申請サポート窓
口」を設置するなど、申請促進のための取組みを実施します。

マイナンバーカード取得促進事業（新規）

【Ｒ4.1月補正予算額 10百万円】 政策企画部情報システム課情報化推進Ｇ（029-301-2551）

【事業内容】
市町村の圏域を超えて多くの県民が集まる場所において、新たにマイナンバーカード

の「出張申請サポート窓口」を設置することで、市町村の取組みをフォローし、マイナ
ンバーカードの更なる普及を促進

【設置場所】
１ 運転免許センター（平日・日曜日）
２ 県内集客施設（土・日曜日）

（参考）マイナンバーカード交付率（R4.12月末時点）
・全国平均：57.1%
・茨 城 県：55.3%（全国36位）

学校等における安全対策を強化するため、送迎用バスの改修支援や登園管理システム導
入支援など、子どもの安全を守るための支援を行います。

こどもの安心・安全対策支援関連事業（新規）

【Ｒ4.1月補正予算額 399百万円】

【私立小中学校等】 総務部総務課私学振興室 （029-301-2249）
【障害児通所支援事業所等】福祉部障害福祉課自立支援Ｇ（029-301-3363）
【私立幼稚園】 福祉部子ども未来課企画・幼稚園Ｇ（029-301-3252）
【県立特別支援学校】教育庁特別支援教育課管理Ｇ （029-301-5272）
【公立小中学校等】 教育庁保健体育課学校保健・安全Ｇ（029-301-5349）

①送迎用バスの改修支援
（256百万円）

②登園管理システム支援
（112百万円）

③ICTを活用した子どもの
見守り支援（31百万円）

概要 子どもの送迎用バスへの安全装置の装備
等のための改修を支援

登降園・出席の状況等を施設
や保護者がリアルタイムに共有
できるシステムの導入を支援

GPS等を活用した子ども見守
りサービスなど安全対策のため
の機器等の導入を支援

対象

※対象数
は予定

■安全装置の装備が
義務化される施設

・幼稚園 143園
・特別支援学校 20校
・障害児通所支援
事業所等 809カ所

■安全装置の装備
が任意設置の施設
・小学校 36校
・中学校等 22校

■幼稚園 39園 ■障害児通所
支援事業所
等 162カ所

■幼稚園 31園 ■障害児通所
支援事業所
等 162カ所

（台数）計1,292台 （台数）計238台

補助率 定額 定額 国4/5 国3/5、県1/5 国4/5 国3/5、県1/5

上限額 180千円／台 100千円／台 上限700千円 上限200千円

※１ ①②③の「補助率・上限額」は、今後、国が装置の市場価格を踏まえ決定するため、変動の可能性があります。
※２ 表中 「幼稚園」には、幼稚園型認定こども園を含みます。

なお、厚生労働省所管の保育所、認定こども園（幼稚園型認定こども園以外）等は県を経由せず、国から直接市町村を通じて補助する予定です。
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社会資本の整備

土木部監理課予算Ｇ （029-301-4329）

農林水産部農業政策課総務Ｇ（029-301-3817）

１ 国補公共事業

【直轄事業負担金： 8,207百万円】
道路(東関東自動車道水戸線など)、治水(那珂川など)等

【補 助 事 業：19,960百万円(うち流域下水道事業会計560百万円)】
〇防災・減災、国土強靱化の推進など安全・安心の確保等
道路整備、道路・橋梁の老朽化対策、河川改修、防潮堤整備、農地の大区画化等
・事業箇所：道路整備（国道118号袋田バイパス外44箇所）、

橋梁修繕等（国道461号湯の里大橋外27箇所）、
河川改修等（涸沼川外40箇所）、
防潮堤整備等（鹿島港海岸外2箇所）、
農地の大区画化等（三坂地区外10箇所）等

２ 鹿島臨海都市計画下水道事業

〇防災・減災、国土強靱化の推進など安全・安心の確保等
下水道施設の老朽化対策等
・事業箇所：下水処理場設備改築1箇所、管渠改築1箇所等

【全会計28,167百万円】27,608百万円

245百万円
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５ 一般会計補正予算款別内訳（歳入） 

 

 

                                                 （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

(Ｂ) 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

県 税 ３９８，１１３  －  ３９８，１１３  

地 方 消 費 税 清 算 金 １３０，３２０  －  １３０，３２０  

地 方 譲 与 税 ５３，１６２  －  ５３，１６２  

地 方 特 例 交 付 金 ２，１００  －  ２，１００  

地 方 交 付 税 １９６，７３２  ５３３  １９７，２６５  

交通安全対策特別交付金 ７５４  －  ７５４  

分 担 金 及 び 負 担 金 ８，１１５  ７２５  ８，８４０  

使 用 料 及 び 手 数 料 １６，１８１  －  １６，１８１  

国 庫 支 出 金 ２３１，６３０  １８，１９６ ２４９，８２６  

財 産 収 入 ２，３３８  －  ２，３３８  

寄 附 金 １１４  －  １１４  

繰 入 金 ２３，１６０  ２５  ２３，１８５  

繰 越 金 ７，９４７  －  ７，９４７  

諸 収 入 １５５，２９１  －  １５５，２９１  

県 債 ９８，２７８  １７，１９９  １１５，４７７  

計 １，３２４，２３５  ３６，６７８  １，３６０，９１３  
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６ 一般会計補正予算款別内訳（歳出）         

 

 

                                           （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

（Ｂ） 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

議 会 費 １，７０４  －  １，７０４  

総 務 費 ３８，７９２  －  ３８，７９２  

企 画 開 発 費 １１，１７６  １００  １１，２７６  

生 活 環 境 費 １７，０３９  ９７３  １８，０１２  

保 健 福 祉 費 ３０８，０４２  ５，３４９  ３１３，３９１  

労 働 費 ２，６４６  －  ２，６４６  

農 林 水 産 業 費 ４４，３６１  ５，２２３  ４９，５８４  

商 工 費 １６５，３３８  ８３６  １６６，１７４  

土 木 費 １０１，５５５  ２３，８１４  １２５，３６９  

警 察 費 ６２，３１６  ４３  ６２，３５９  

教 育 費 ２６２，９７７  ３４０  ２６３，３１７  

災 害 復 旧 費 ８３１  －  ８３１  

公 債 費 １４６，０２６  －  １４６，０２６  

諸 支 出 金 １５９，４３２  －  １５９，４３２  

予 備 費 ２，０００  －  ２，０００  

計 １，３２４，２３５  ３６，６７８  １，３６０，９１３  
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７ 特別会計補正予算 
 
                                           （単位：百万円） 

会 計 名 
補正前の額 

(Ａ) 
今回補正額 

(Ｂ) 
計 

（Ａ＋Ｂ） 

競 輪 事 業 １６，１３３  －  １６，１３３  

公 債 管 理 １７４，５７８  －  １７４，５７８  

市 町 村 振 興 資 金 ８６０  －  ８６０  

鹿島臨海工業地帯造成事業 ２，１９９  －  ２，１９９  

県 立 医 療 大 学 付 属 病 院 ３，２３０  －  ３，２３０  

国 民 健 康 保 険 ２３６，６９４  －  ２３６，６９４  

母子・父子・寡婦福祉資金 ２２７  －  ２２７  

中 小 企 業 事 業 資 金 ２，２９８  －  ２，２９８  

農 業 改 良 資 金 ６９  －  ６９  

林 業 ・ 木 材 産 業 改 善 資 金 ９１  －  ９１  

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 ７２  －  ７２  

港 湾 事 業 ８，７１９  －  ８，７１９  

都市計画事業土地区画整理事業 １８，９４５  －  １８，９４５  

計 ４６４，１１５  －  ４６４，１１５  

 

 

８ 企業会計補正予算 
 
                                                 （単位：百万円） 

会 計 名 
補正前の額 

(Ａ) 
今回補正額 

(Ｂ) 
計 

（Ａ＋Ｂ） 

病 院 事 業 ２９，９９９  －  ２９，９９９  

水 道 事 業 ３３，２６４  －  ３３，２６４  

工 業 用 水 道 事 業 １８，８１０  －  １８，８１０  

地 域 振 興 事 業 １４，４９６  －  １４，４９６  

鹿島臨海都市計画下水道事業 ５，５９０  ２４５  ５，８３５  

流 域 下 水 道 事 業 ２３，２８３  ５６０  ２３，８４３  

計 １２５，４４２  ８０５  １２６，２４７  
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Ⅲ 報告事項 

 

１．地方自治法第１７９条第１項の規定に基づくもの 

事 項（専決処分年月日） 内    容 

（農業政策課） 

 和解について 

（令和４年11月22日専決処分） 

 

交通事故について、和解しようと

するものである。 

和解の概要 

 

(1)事故発生日時 令和４年１月６日(木)午後４時55分頃 

(2)事故発生場所 鉾田市安塚880番地27地先市道上 

(3)事故概要 

   普通貨物自動車で出張途中、相手車両に衝突した事故（鹿行農 

  林事務所所属） 

(4)茨城県が支払う損害賠償額  1,899,802円 

  (全額、あいおいニッセイ同和損害保険株式会社からの支払) 

（財政課） 

 令和４年度茨城県一般会計補正予

算（第６号） 

（令和４年12月20日専決処分） 

 

 

   （百万円） 

【歳入】               専決額     現計    専決後 

  国庫支出金          2,693 （  228,937     231,630） 

 繰越金            480 （  7,467    7,947） 

  歳入合計            3,173 （1,321,062   1,324,235） 

 

【歳出】 

 農林水産業費         946 （  43,415    44,361） 

商工費            2,227 （  163,110    165,337） 

 歳出合計          3,173 （1,321,062   1,324,235） 

 

（参考）専決後予算規模：1,324,235百万円 
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